
【第212回国会 参議院 予算委員会(2023年11月27日）】

問題① コロナ後遺症・ワクチンについて

健康被害の相談や受診体制は量と質、両側面からの強化

が必要であり、立憲民主党は後遺症対策の推進とワクチン

健康被害救済にかかる議員立法を衆議院に提出している

【岸田総理の答弁】
政府として、支援が重要であるという
観点に基づいて具体的な体制をつくって
いきたいと考えます。

「後遺症に対する職場の不理解
により、失業せざるを得ない労働
者がいる現実を受け止め、理解の
促進や支援の充実などが必要で
はないか？」
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マイナ保険証の利用率は4.5％しかない。公的保険

に価格誘導的な制度を導入したことは大問題！

立憲民主党は、健康保険証廃止の延期と併用検討を

求める議員立法を衆議院に提出している

第211回国会 参議院 地方創生及びデジタル社会の形成等
に関する特別委員会（７月26日）での発言要旨【参考】

「個人情報の漏洩やひも付けへの問題が山積するなか、説明

や対応に追われる自治体現場の実態などを認識するとともに、

マイナンバー業務に関わる人員配置を含めた必要な自治体経

費は、国として財源措置することが必要だ」

【第212回国会 参議院 予算委員会(2023年11月27日）】

問題② マイナンバーカードについて
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制度（波線部分）のわかりにくさ【右図参照】もあるが、内容が

固まる前に報道発表していることがそもそも問題！

２月から５月という新規採用や人事異動もある

なかで、確定申告から課税を確定させる繁忙期

にこの業務を自治体に担わせるのか、いまだ自

治体には情報も無く、現場が混乱するのは必至

その混乱は、地域住民の暮らしに影響を与える

ものであることから、現場を振り回すことはし

ないよう強く抗議
総理から具体な対処法の答弁は無く、国務大臣も
「今検討しているところ」との答弁…結局のところ
何も決まっていない！

【第212回国会 参議院 予算委員会(2023年11月27日）】

問題③ 所得税等の減税・給付について
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分権推進の決議から30年という節目の年で

あるが、辺野古新基地建設の設計変更申請を沖

縄県が不承認としたとして、国土交通大臣が県

に代わって代執行する行為は、自治への侵害と

言わざるを得ない

政府は国防への自治体の関与を阻害するが、

国防政策が住民福祉を損なう可能性を踏まえる

と、自治体判断を国が覆すことは大きな問題

国と地方は対等であることを前提に、沖縄県

知事と時間をかけて話し合うべき

【第212回国会 参議院 予算委員会(2023年11月27日）】

問題④ 国と地方の関係性について

出典：NHK公式サイトより
沖縄 辺野古工事の承認めぐる“代執行”裁判
初弁論で結審（2023年10月30日）
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第33次地方制度調査会の動き ポストコロナの経済社
会に対応する地方制
度のあり方に関する
答申（案）への危惧
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地方分権の推進に関する決議（1993年６月）

今日、さまざまな問題を発生させている東京への一極
集中を排除して、国土の均衡ある発展を図るとともに、
国民が待望するゆとりと豊かさを実感できる社会をつく
り上げていくために、地方公共団体の果たすべき役割に
国民の強い期待が寄せられており、中央集権的行政のあ
り方を問い直し、地方分権のより一層の推進を望む声は
大きな流れとなっている。
このような国民の期待に応え、国と地方との役割を見

直し、国から地方への権限移譲、地方税財源の充実強化
等地方公共団体の自主性、自律性の強化を図り、二十一
世紀に向けた時代にふさわしい地方自治を確立すること
が現下の急務である。
したがって、地方分権を積極的に推進するための法制

定をはじめ、抜本的な施策を総力をあげて断行していく
べきである。
右決議する。

衆参両院における地方分権決議によって、中央政府から
地方自治体に部分的或いは全面的に移管。住民に身近
な行政サービスをその地域で決められるようにした。
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